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１．はじめに 

2011 年３月 11 日に勃発した東日本大震災は人的にも物的にも甚大な被害を

もたらした。今回の大震災で特徴的なのは単なる自然災害だけではなく、東京

電力福島第１原子力発電所の事故を引き起こし、経済規模の大きい首都圏を巻

き込んだ電力供給不足を招いたことであろう。不要不急の消費を控える「自粛

ムード」も全国に広がった。一方、がれきの処理や仮設住宅建設などが当面の

最優先課題ではあるものの、被災地域においては元どおりの生活を取り戻し、

復興に向けた事業再開の動きがいずれ本格化してくると予想される。 

本稿では、震災の経済影響を①夏場の電力不足、②消費マインドの萎縮、③

復旧・復興需要――の３つの側面から分析する。試算には、四半期データをも

とにした短期マクロモデルを用い1、2012 年度までを分析の対象とした。以下、

２章では各側面について想定した前提条件とシミュレーションの方法を説明す

る。３章ではシミュレーション結果を大震災がなかった場合と比較する。最後

に４章ではこれらの結果を踏まえた総括と残された課題について言及する。 

 

２．３つのシミュレーションの想定 

本章では、３つのシミュレーションのそれぞれにおいて、短期モデルへのイ

ンパクトとして与える数値の想定について説明する。 

 

2-1. 夏の電力不足の想定 

ここでは第３四半期（７～９月期）に東電管内で１割の節電が必要になると

想定し、企業の減産とそれに伴う輸出減の影響、さらには家庭の１割節電の影

響を見ることにする。 

東電管内の電力需要について2011年と2012年の７～９月期に2010年並みの

猛暑のケースを想定した。すなわち夏の最大電力需要量は 6,000 万 kw とし、東

京電力は 5,500 万 kw 程度の電力供給を確保する。この前提のもとで需要が供給

                                            
1 分析に用いた短期マクロモデルの概要は本稿の末尾にある補論を参照されたい。 
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を上回らないように東電管内の大口電力使用量を政府や業界団体の規制や調整

により総量で１割抑えるものとした2。 

東電管内の「大口電力使用量」とこの地域にほぼ該当する関東経済産業局内

の「鉱工業生産指数」を用いて電力に対する生産の弾性値（電力使用が１％増

減した時に生産が何％増減するかを表す指標）を試算したところ、ほぼ１であ

った。また、東電管内の大口電力使用量は全国の約３割を占める。したがって

夏の東電管内の電力使用量が１割削減される場合、日本全体の生産の低下分は

３％相当になる。 

減産に伴って部品などの供給が不足し、輸出に振り向ける余力がなくなる影

響も考慮した。生産に対する輸出数量の弾性値は 1.3 との試算結果から、電力

不足で生産が３％減少すると日本の輸出数量は 3.9％だけ減少することになる。

モデルではこれらの想定に基づき、生産と輸出の減少分を与えて経済全体への

波及効果を見る。以上の想定をフローチャートで示したものが図表１である。 

 

図表１．夏の電力不足のシミュレーションの想定 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）筆者作成 
 

次に家庭の節電については大口電力とは違って強制力を伴うものではないが、

政府の呼びかけに対応して家庭の節電意識が高まることで、やはり関東地方の

家庭用電灯・電力使用量が 10％削減されると想定した。総務省「家計調査」に

よると１世帯当たりの電気料金が家計消費に占める割合は約３％であり、これ

に全国に占める関東地方の世帯数割合（34％）を考慮すると節電による日本全

体の個人消費の押し下げ分は 0.1％となる。この低下分をモデルに与えて全体

への波及効果を見る。 

                                            
2 なお、政府の夏期の電力需給対策においては、電力需給にある程度の余裕を持たせるため、

 

＜東電管内＞ 

大口電力使用量 10％削減 

弾性値１ 

＜東電管内＞ 

生産量 10％減少 

＜国内全体＞ 

生産量３％減少 

＜国内全体＞ 

輸出数量 3.9％減少 

東電管内のシェア 

約 30％ 

弾性値 1.3 
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2-2. 消費マインド萎縮の想定 

家計調査の平均消費性向の趨勢トレンドから 2011 年中の消費性向の低下分

を推し量り、個人消費の押し下げ効果を試算してみる。 

消費マインドを示す指標としては、速報性のある総務省「家計調査」の平均

消費性向（可処分所得に対する消費支出の割合）を使うことにした3。具体的に

は過去１年間の平均消費性向の動きから低下分を計算し、これをモデル上の個

人消費支出に比例配分することで消費マインドの落ち込み分とした（図表２）。 

 

図表２．平均消費性向と個人消費の関係 

可処分所得
100

73.9

72.9

0

震災がない場合の平均消費
性向(趨勢トレンド)：73.9

震災後の
平均消費性向：72.9

実際の所得水準

消費

震災がない場合の
仮想的水準 消費マインド萎縮

による減少幅

 
（出所）総務省「家計調査」から 2011 年 1～３月期を例に筆者作成 

 

実際に家計調査の平均消費性向は 2011 年１～３月期までがすでに実績値と

なっており、趨勢トレンドからは１ポイントの低下が見られた。これは四半期

の値なので、日割計算(当期日数 90 日/震災後 20 日)すると震災発生から３月末

までの消費性向は平均で 4.5 ポイント低下したことになる。これ以降の平均消

費性向の低下幅は 11 年４～６月期に４、７～９月期は２、10～12 月期は１と

想定し、2012 年１～３月期には消費マインドの萎縮は解消されるとした4。 

                                                                                                                                
大口需要家・小口需要家・家庭の部門ごとに 15％の節電目標を求めることとしている。 
3 内閣府「国民経済計算」の可処分所得と家計消費支出の関係からも平均消費性向を導き出せ

るが、本稿執筆時点でこの可処分所得の実績値は 2010 年１～３月期までにとどまっている。 
4 阪神・淡路大震災（1995 年１月発生）当時の平均消費性向は 95 年２月に趨勢トレンドから
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2-3. 復旧・復興需要の想定 

2011 年度第１次補正予算と資本ストック被害額に関する日本政策投資銀行

の推計資料(2011)に基づいて 2011 年度から 2012 年度にかけての復旧・復興需

要の景気押し上げ効果を見ることにする。 

まず 2011 年度第１次補正予算に関しては、がれき撤去費用 3,519 億円を政府

消費に仮設住宅建設費用 3,626 億円を公共投資に計上するとした5。具体的には

全体のウエート合計を６とした場合に政府消費、公共投資ともに 2011 年４～６

月期から３四半期にわたって３，２，１で配分し、支出されるとした。 

次に資本ストックの被害額については 2011 年３月の政府試算（16～25 兆円）

もあるが、復興需要を想定するうえで日本政策投資銀行(2011)では内訳の推計

値が利用できるため本稿ではこれを参照することにした。 

この推計によると被害の大きかった岩手、宮城、福島、茨城の４県の資本ス

トックの被害額合計は 16 兆 3,730 億円となっており、これらをすべて埋め合わ

せる分が復興需要となって向こう５年程度で支出されると想定した。５年間と

したのは資本ストックの被害額がおよそ 10 兆円とされる阪神・淡路大震災の場

合に復興期間がほぼ３年であったことからの類推である6。ただし、今回の分析

に用いる短期モデルではあくまでも 2012 年度までが分析対象期間となる。 

日本政策投資銀行(2011)で「生活・社会インフラ」（８兆 3,870 億円）に分類

されている被害額は公共投資として復興需要が発生するとした。この場合の財

源は増税ではなく、国債の発行でまかなうと想定している。同様に「住宅」（２

兆 3,940 億円）の損害額は住宅投資として、また「製造業」（１兆 6,370 億円）

と非製造業や農林水産業などの「その他」（３兆 9,550 億円）の損害額はすべて

民間設備投資として復興需要が生じるとみなした7。 

時系列的な配分としては 2011 年度に全体の 20％、2012 年度は 35％、２年間

合計では 55％と半分以上が進捗するケースを想定し、さらに 2011 年度中の復

興需要は各需要項目ともに４～６月期以降、10、20、30、40％のウエートで次

第に高まるとした。2012 年度は各四半期均等のウエートで復興需要が発生する

としている。2012 年度末までの復興需要の額は公共投資と政府消費が合わせて

５兆 3,280 億円（第１次補正予算の復旧費用を含む）、民間設備投資３兆 760

                                                                                                                                
３ポイント程度、95 年１～３月期の平均では２ポイント程度、それぞれ低下している。 
5 がれき撤去費用と仮設住宅の計上の取り扱いについてはＧＤＰなどの「国民経済計算」を作

成する内閣府経済社会総合研究所(2011)による。 
6 芦谷・地主（2001）は兵庫県の県内総生産で見た場合、「98 年度で復旧過程は完了したとい

うことも可能だろう」としている。 
7 資本ストックの被害がすべて復興需要として顕在化しない可能性もある。 
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億円、住宅投資１兆 3,160 億円となり、合計は９兆 7,200 億円となる。 

ここまで説明してきた資本ストックの被害額と復興需要の想定をイメージと

して把握できるように図示したものが図表３である。実際には住宅投資につい

ては金額をもとに着工戸数に換算し、公共投資や民間設備投資と同様の期間配

分で新設着工するとした。この場合、１戸当たり工事費用は国土交通省「建築

動態統計調査」の居住専用の工事費予定額に基づいて 1,500 万円としている。 

 

図表３．資本ストック被害額と復興需要の想定 
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（出所）資本ストック損害額は日本政策投資銀行(2011)の推計。復興需要想定は筆者。 

 

さらに復興需要については、進捗がはかばかしくないケースも想定した。東

日本大震災は津波の被害を受けた東北３県の沿岸部を中心に被害地域が広範囲

にわたるうえ、土地の権利関係の調整を含めて復興計画の策定にも相当の時間

を要するとの見方がある。このため復興需要が 2011 年度に 10％、2012 年度は

20％、２年間の合計で進捗率が 30％にとどまるケースを想定した。この場合、

2012 年までの復旧・復興需要の合計額は５兆 6,260 億円と当初２年間の進捗率

を 55％と想定したケースよりも４兆円以上少なくなる。ただし、この低進捗率

ケースは単独では試算せず、夏の電力不足、消費マインド萎縮の２つの要因と

複合させたシミュレーションの中で検証する。 

 

３．シミュレーション結果と評価 

本章では、前章で説明した各側面の想定に基づいてモデルにインパクトを与
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え、震災がない場合を基準ケースとして次のように、かい離幅ないし、かい離

率で結果を評価することにする。 

 

かい離幅＝Ａ－Ｂ 

かい離率＝（Ａ－Ｂ）÷Ｂ×100（％） 

Ａ：シミュレーション結果の各指標の値 

Ｂ：震災がなかった場合の各指標の値 

図表４～８では四半期のＧＤＰ関連項目（名目ＧＤＰから実質輸入までと図

表６～８の下にある実質公的固定資本形成）のかい離幅は年率表示の季節調整

値同士の比較になっている。したがって2-3節で説明した復興需要額とこれら四

半期のＧＤＰ関連項目を比較する際には注意を要する8。 

なお、本シミュレーションの結果は、種々の不確実性を伴うため相当の幅を

もって解釈する必要がある。 

 

3-1. 夏の電力不足の影響 

2011 年７～９月期と 2012 年７～９月期に 2-1 節で想定した生産、輸出、民

間消費へのインパクトを与えたところ、図表４のような結果が得られた。これ

によると基準ケース（＝震災がないケース）に比べて生産は３％、実質輸出は

3.5％9、実質民間消費は 0.1％、それぞれ押し下げられる。減産と輸出の減少

によって稼働率が低下し、法人企業経常利益は７～９月期に 5.8％押し下げら

れる。企業収益が悪化することで設備投資や賃金にも下押し圧力が加わり、民

間消費などにマイナスの影響が残る。年度で見ると 2011、2012 年度ともに実質

ＧＤＰは基準ケースに比べて 0.2％押し下げられることになる。 

 

3-2. 消費マインド萎縮の影響 

大震災の発生は消費マインドを萎縮させ、実質民間消費は2011年度に2.7％、

額にして８兆円以上、押し下げられる（図表５）。実質ＧＤＰの押し下げは 1.3％

になる。民間消費の低下は企業収益の悪化につながり、それがまた賃金と消費

の減少を招いている。シミュレーションの想定では 2012 年１～３月に消費マイ

ンドは元に戻るとしているが、家計の所得環境や民間設備投資に下押し圧力が

残るため、2012 年度の実質ＧＤＰは基準ケースよりも 0.3％押し下げられる。

                                            
8 年率表示の季節調整値は、概ね季節調整前の元の数値の４倍になる。 
9 2-1 節で説明した 3.9％低下のインパクトは通関ベースの地域別実質輸出に与えたため、概念

のより広いＧＤＰベースの実質輸出の落ち込みはやや小さくなる。 
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要
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影
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各
行
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標

準
解
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い
離
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力
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消

費
マ
イ
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ド
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縮
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＝
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1
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4
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0
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1

2
0
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Ｇ
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3-3. 復旧・復興需要の景気押し上げ効果 

２年間で総額 9.7 兆円に及ぶ復旧・復興需要の発生により 2011 年度、2012

年度の実質ＧＤＰは基準ケースに比べてそれぞれ 0.6％、１％押し上げられる

（図表６）。2011 年度よりも実質ＧＤＰの 2012 年度のかい離率が大きいのは復

旧・復興需要の想定額の大きさに対応している。 

企業利益が押し上げられることで所得・雇用情勢は改善に向かい、民間消費

にもプラスの効果が表れる。景気の押し上げとともに輸入が増えるほか、輸出

は国内物価がわずかに押し上げられるためマイナスとなっている。この結果、

経常収支は 2011 年度に 8,700 億円あまり、2012 年度には１兆６千億円程度、

黒字幅が縮小する方向に動く。 

 

3-4. ３要因の複合影響 

上記の３つの結果を見ると基準ケースからのマイナス、プラスの影響が混在

していたが、これらを全体として１つにした時にどのような結果が得られるか

を確認しておくことにする。 

図表７を見ると、実質ＧＤＰは基準ケースに比べて 2011 年度に 0.9％押し下

げられるが、2012 年度は逆に 0.5％押し上げられる結果になった。これらは図

表４～６にある実質ＧＤＰのかい離率を単純に足し合わせたものと一致してい

る。かい離幅に関しても３つの個別ケースの合計と一致する。 

2012 年度の実質ＧＤＰのかい離幅がプラスということは、震災のない基準ケ

ースよりも実質ＧＤＰの水準が上回っていることになる。震災の被害が大きか

っただけに、2012 年度に基準ケースを上回るのは早すぎるという印象があるか

もしれない。しかしながら、復興需要が早めにかつ集中的に表れ、一方でその

他のマイナスの要因が２年目以降、次第に薄れていくのであれば、ＧＤＰが震

災のないケースを上回る可能性があることを図表７の結果は示唆している。 

このことを四半期データから確認してみよう。図表７にある四半期の実質Ｇ

ＤＰ（季節調整済み、年率）の基準ケースからのかい離率を対象に要因分解し

てみる。図表４～６の３つの要因のそれぞれのかい離率をもとに寄与度の積み

上げ棒グラフにしたのが図表９である。これによると当初は消費マインドの萎

縮が大きく表れ、全体の足を引っ張っている。しかし、落ち込みは想定の前提

条件にもあるように 2011 年４～６月期が最大であり、その後は消費萎縮の影響

は次第に薄れて行く。７～９月期には電力不足の影響は出るものの、復興需要

の増加とともに 2012 年１～３月期からは実質ＧＤＰがプラスに押し上げられ

ている。 
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次に 2-3 節の最後で触れた復興需要の進捗率が低くとどまるケースを想定し、

図表７と同様に３つの要因が複合する影響を試算した（図表８）。この場合、2012

年度の実質ＧＤＰは基準ケースを 5,600 億円程度、上回る。この押し上げ幅は

図表７ないし図表９ほどではないものの、進捗率が多少低くても復興需要には

景気下支え効果が期待できるとも言えるだろう。 

２つの複合シミュレーションに関して実質ＧＤＰの四半期の動きを基準ケー

スと比較してみたのが図表 10 である。図表 10 では 2010 年 10～12 月期の実質

ＧＤＰを 100 に基準化し、その推移を見ている。 
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（出所）短期モデルによる筆者試算 

図表 10．実質ＧＤＰの推移

図表９．実質ＧＤＰに対する３要因の寄与度 

（出所）短期モデルによる筆者試算 
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図表 10 では震災のマイナスの影響は 2011 年度前半に強く表れるが、その後

は復旧・復興需要が次第に盛り上がることでマイナス幅は縮小する。復興需要

の進捗率が当初２年で５割を超える複合ケースでは 2012 年度からの４四半期

すべてで震災前の基準ケースを上回っている。当初２年間の復興需要の進捗率

が３割にとどまるケースにおいても、2012 年度は夏の電力制約が生じる７～９

月期を除いてわずかながら基準ケースよりも実質ＧＤＰの水準は高い。図表９

でも見たように当初の落ち込みは本試算では消費マインド萎縮に根差している

ことを示している。 

 

４．おわりに 

本稿では東日本大震災の経済的な影響について特徴的な側面を３つ取り上げ、

1995 年１月の阪神・淡路大震災の状況も参考にしながら、各々の側面と３つの

側面の複合ケースを想定し、短期モデルで計量的に分析した。マイナスの影響

は電力不足や消費マインドの萎縮に限定しているが、これらがさらに景気の足

かせとならなければ復興需要により 2012 年度の日本経済は震災前のケースと

ほぼ同じか、それをやや上回る水準に押し上げられる可能性が示された10。最

後に今回の試算の注意点と課題について述べたい。 

まず注意しなければならないのは、言うまでもなく本稿で想定した３つの側

面は震災の影響を網羅したものではない、という点である。たとえば、部品工

場などの被災によるサプライチェーン（供給網）の寸断の影響は捨象している。

また、福島第１原子力発電所の事故については、電力供給不足や消費マインド

萎縮の中に、ある程度は織り込むことができたとしても、原発周辺地域の農畜

産物の被害や住民避難などの経済的損失の分析は対象外としている。電力不足

の問題は中部電力浜岡原子力発電所の停止に見られるように全国各地に広がる

懸念もあり、その場合、本稿の想定を超える負の影響が出るのは間違いない。 

したがって課題としては、今回の分析では取り込めなかった震災の影響につ

いてもその動向を注視しつつ、また復興計画の策定や裏付けとなる補正予算の

内容と規模、さらにはその進捗度合いを見ながら計量的な分析を定期的に行う

ことであろう。 
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補論 短期マクロモデルについて 

本稿で分析に利用したのは向こう２～３年先の景気動向の予測を目的とした

計量経済モデルである。四半期データを用いた本モデルでは消費、投資、輸出

入などのＧＤＰ（国内総生産）を構成する項目や物価、生産、労働、分配・所

得、金融・資産などの因果関係を約180本の方程式で表現している。 

図表11は本モデルの構造を簡略化した概念図である。枠内が紫色になってい

るのが主な内生変数（モデルの中で計算し、予測するもの）、網掛けした太枠で

囲んだのが金融・財政政策や海外情勢などの外生変数（モデルの外から想定値

を与えるもの）である。外生変数にはこのほかにモデル内の相互依存関係では

測れない要因を取り込むために各々の内生変数に付随した「アドファクター」

がある。 

本稿のシミュレーションでは東日本大震災の各側面について２節の想定をも

とに公共投資やアドファクターなどの外生変数の値を変更することで、モデル

にインパクトを与え、モデルの内生変数の値を計算している。その結果と基準

ケースを比較したのが図表４～８である。 

                                                                                                                                
る日本経済研究センターの第 146 回短期経済予測（2011）の結果とは必ずしも一致しない。 
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